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（２）事業内容

0

２ 要 求 内 容

収　入
その他 県　債

0

0

（１）要求の趣旨（現状と課題）

①県民への普及啓発
　生活習慣病予防のため啓発媒体を作成し、配布する。
②出前講座（県内の在住外国人を含む）の実施
　食生活の改善支援を中心とした生活習慣病予防のための講座を実施する。
③健診・保健指導実践者育成研修費
  特定健診、保健指導実践者を育成するための研修会の開催
  「健診・保健指導研修ガイドライン」に基づき岐阜県保険者協議会と共催

　岐阜県の死亡原因の第1位は「がん」、2位は「心疾患」、4位は「脳血管疾患」（平成27
年）であり、この3つの死因による死亡は、全死亡の約半数（52.0%）を占める。
生活習慣病予防に資する意識啓発や各種事業の啓発を県内の在住外国人を含めて行う必要
がある。また、熱中症による健康被害も多く、令和２年度（6～9月）の県内の熱中症搬送
人員1,175人であった。これら生活習慣病予防や熱中症対策は喫緊の課題であり、県民への
正しい知識の普及と、予防に関わる関係者の資質向上を図り、岐阜県の生活習慣病の発症
予防、重症化予防を推進する。

（各課様式１）
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令和４年度当初予算 支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：成人病予防費
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千円)

健康福祉部保健医療課　健康増進係 電話番号：058-272-1111(内2548)

E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
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生活習慣病予防啓発事業費

(前年度予算額： 631533１ 事 業 費



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

使用料及び賃貸料

３ 事業費の積算 内訳

事務消耗品、啓発媒体作成

電話・郵送代

会場使用料

事業内容

報償費

147

31

20

金額

160

175

講師報償費

講師費用弁償、業務旅費旅費

　　第３次ヘルスプランぎふ２１（岐阜県健康増進計画）、第３次岐阜県がん対策推進計
画、第３次岐阜県食育推進基本計画、第７期保健医療計画においても、県が生活習慣病予
防の普及啓発を行うこととしており、県が本事業を実施することは妥当である。

　無

事業内容の詳細

　

４ 参 考 事 項

（１）各種計画での位置づけ

533合計

　・第３次ヘルスプランぎふ２１（岐阜県健康増進計画）
　・第３次岐阜県がん対策推進計画
　・第３次岐阜県食育推進基本計画
　・第７期岐阜県保健医療計画

需用費

役務費

決定額の考え方



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R2年度
(R ) 実績

○指標を設定することができない場合の理由

令
和
２
年
度

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

　住民が生活習慣病予防に関する正しい知識を持ち、食事、運動、禁煙等の健康的な
生活習慣の定着、健診（検診）の受診、医療機関への適切な受診等、個人の主体的か
つ積極的な健康づくりの実践を支援する。

目標 目標 (R ) 達成率
指標名

R3年度 R4年度 終期目標

②

①

・事業全体を定量的に表す指標がない。
・第３次ヘルスプランぎふ２１（岐阜県健康増進計画）、第３次がん対策推進計画、
第３次岐阜県食育推進基本計画の評価は別に実施している。
・熱中症はその年の気候に左右されるため、目標値の設定が困難。

（これまでの取組内容と成果）

・取組内容と成果を記載してください。
　特定健診・保健指導実践者研修会は新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点
から中止した。
　熱中症予防ポスターの作成、配布

令
和
３
年
度

令和５年度当初予算にて追加

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

令
和
４
年
度

令和６年度当初予算にて追加

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

(評価) 　急激な高齢化の進行にともない、壮年期死亡の減少、健康寿命の延伸は重
要課題であり、生活習慣病を予防することは必要性が高い。また、生活習慣
病の発症や重症化予防に資する支援は必要である。
医療保険者に特定健診・保健指導が義務付けられ、県は保健指導従事者に対
して研修等で技術的支援を実施する役割がある。

３

２ 事業の評価と課題

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

（次年度の方向性）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

(評価) 　生活習慣病予防対策については国の動向等を把握し、情報交換等をするこ
とで効果的な施策展開を行うことができる。
特定健診等研修会は、最新の知識をはじめ基礎、技術、評価と幅広い内容で
実施することにより、新しく従事する者だけでなく従事する者すべてが学ぶ
良い機会となっている。

３

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

(評価) 　イベント等で指導媒体等を配布するなど効果的な普及啓発を行うことがで
きた。また、特定健診等研修会は、県と保険者協議会との共催実施にて、事
業の効率化を図っている。２

（今後の課題）

　健康寿命の延伸のための生活習慣病予防対策として、国の動向の把握や、対象者の
生活背景等に応じた効果的な普及啓発を継続する必要がある。

組み合わせて実施する理由
や期待する効果 など

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　第３次ヘルスプランぎふ２１（岐阜県健康増進計画）、第３次岐阜県がん対策推進
計画に基づき今後も継続して実施していく。さらに、保健指導従事者に対しては受講
者のニーズにあった具体的な研修の在り方を示すとともに、力量向上に向けた支援を
県として行う必要がある。

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
組み合わせ予定のイベント
又は事業名及び所管課 【○○課】


